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１．調査概要・回答企業の属性

○調査目的：中小企業における事業承継・経営資源の引継ぎに関する実態や課題、後継者不足を背景に活発
化している中小企業のM&Aの実施状況等を調査し、商工会議所の政策提言の基礎資料とする。

○調査対象：各地商工会議所管内の会員企業
○回答事業者数：4,062件/16,180件（回収率25.1％） 
○調査期間：2023年７月14日～８月10日 
○調査方法：郵送・手渡し・メールによる調査票の送付、web・郵送・FAXによる回答 

※各種データは端数処理（四捨五入）の関係で、合計値が100％とならない場合がある。

【調査概要】

【回答企業の属性】
○業種（n=4,010）

業種 件数 構成比

建設業 808 20.1%

製造業 1,072 26.7%

卸売業 563 14.0%

小売業 403 10.0%

サービス業 995 24.8%

その他 169 4.2%

○売上高（n=4,029）
売上高 件数 構成比

１億円以下 890 22.1%

１億円超～３億円以下 926 23.0%

３億円超～10億円以下 1,021 25.3%

10億円超 1,192 29.6%

○従業員数（n=4,033）
従業員数 件数 構成比

０～５人 991 24.6%
６～20人 1,124 27.9%
21～50人 1,027 25.5%

51～100人 511 12.7%

100人超 380 9.4%
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○業歴（n=3,968）

資本金 件数 構成比

１千万円以下 1,642 41.2%

１千万円超～５千万円以下 1,773 44.5%

５千万円超～１億円以下 489 12.3%

１億円超 80 2.0%

○資本金（n=3,984）

業歴 件数 構成比

～20年 300 7.6%

21～40年 679 17.1%

41～60年 1,140 28.7%

61～80年 1,084 27.3%

81～100年 372 9.4%

101年～ 393 9.9%
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50歳未満

50歳代

60歳代

70歳以上

既に後継者を決めている 後継者候補はいる

後継者を決めていないが、事業は継続したい 自分の代で廃業する予定

Ｍ＆Ａ等で会社を譲渡する予定 その他

代表者年齢別の後継者決定状況 3

【代表者年齢別の後継者決定状況】

➢ 代表者年齢別に後継者の決定状況をみると、60歳代から後継者を決定する
傾向にある一方、60歳代で２割、70歳以上で１割強がいまだに後継者を
決定していない。

➢ 代表者にとって60歳がひとつの節目となり、後継者を決めているケース
が多いものと推察される。

(n=470)

(n=1,089)

２．事業承継の現状について

(n=1,392)

(n=997)

※本人に承継の意思があり、本人の承諾を得ている場合を「後継者」、まだ本人の承諾を得ていない場合を「後継者候補」としている。以降も同様の定義とする。
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後継者決定状況の推移 4

【後継者決定状況の推移（現代表者の年齢が60歳以上）】

➢ 現代表者の年齢が60歳以上の企業において、「既に後継者を決めている」
と回答した企業は50％超。「後継者候補はいる」を含めると、75％超の
企業が後継者（候補含む）となる人材を確保している。

➢ 一方、「後継者を決めていないが事業継続したい」「自分の代で廃業する
予定」「M&A等で会社を譲渡する予定」と回答した後継者不在企業は、
約２割となっている。

前々回調査

※前々回調査（2017年7-8月）、前回調査（2020年8-9月）、今回調査（2023年7-8月）の比較

(n=2,379)

(n=2,517)

(n=2,389)

２．事業承継の現状について

後継者不在企業 22.3％

前回調査

今回調査
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

後継者あり

後継者なし

黒字 収支トントン 赤字

後継者決定状況別の直近期利益 5

➢ 後継者の決定状況別に直近期利益をみると、後継者（候補含む）がいる企
業の約６割は黒字。企業の経営状況が後継者の確保（後継者（候補含む）
による事業承継の意思決定）にも影響していると推察される。

➢ 一方、後継者不在企業でも約半数が黒字であり、今後、経営状況は良好で
も、後継者が不在であるが故に廃業に至ってしまうことが懸念される。

【後継者決定状況別の直近期利益】

(n=2,403)

２．事業承継の現状について

(n=1,325)

※「後継者あり」は、「既に後継者を決めている」「後継者候補はいる」と回答した企業
「後継者なし」は、「後継者を決めていないが、事業は継続したい」「自分の代で廃業する予定」「M&A等で会社を譲渡する予定」と回答した企業



66.3%2.6%

5.9%

7.1%

12.2%

2.4% 3.4%

親（配偶者の親を除く） 兄弟・姉妹

配偶者の親 その他親族

役員・従業員からの登用 社外からの登用

その他

先代と現代表者、後継者との関係 6

【先代代表者との関係】

➢ 先代代表者と現代表者との関係をみると、８割超が親族内で事業を承継。
➢ 後継者（候補含む）がいる企業では、現代表者と後継者（候補含む）との
関係は、「子」が７割超と最も多く、親族内承継が８割超を占める。一方、
約２割の企業は親族外の役員・従業員も後継者（候補含む）になっている。

(n=3,229)

【後継者（候補含む）との関係】

２．事業承継の現状について

親族内
承継

81.9％

71.1%

6.0%

2.2%

8.2%

18.1%

1.1%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80%

子供

子供の配偶者（婿など）

兄弟・姉妹

その他親族

役員・従業員（親族外）

社外から登用

その他

(n=2,403)

※複数回答

親族内
承継

83.4％

※「既に後継者を決めている」「後継者候補はいる」と回答した企業が対象

※２代目以降の
代表者が対象
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後継者への事業承継に要する期間 7

【承継を意識してから後継者の
承諾を得るまでに要した期間】

➢ 「既に後継者を決めている」企業について、事業承継を意識してから後継
者の承諾を得るまでに、約７割の企業が１年以上を要している。

➢ また、後継者の承諾を得てから事業承継（代表権・株式の承継）完了まで
に必要な期間は、５年以上10年未満が最多。５割超の企業は「３年以上」
かかると回答しており、後継者の人材育成や社内外の関係構築、株式移転
に向けた資金確保（株式買取や納税）等には相当の時間が必要。

(n=1,404) (n=1,407)

【後継者の承諾を得てから事業承継
完了までに必要な期間】

２．事業承継の現状について

66.5％
54.2％
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10年以下 11～20年以下

21～30年以下 31年以上

現代表者の年齢、入社～代表就任までの期間、代表在任期間 8

【現代表者の年齢】

➢ 本調査の回答企業における現代表者の年齢は60歳代が約４割と最多。平均
年齢は62.1歳。

➢ ２代目以降の現代表者について、入社から代表就任までの期間は「11～
20年以下」が約４割。平均期間は15.7年。平均就任年齢は44.4歳。

➢ 現代表者の代表在任期間は、「10年以下」「11～20年以下」がそれぞれ
約３割。平均期間は18.8年。

【現代表者の在任期間】

２．事業承継の現状について

1.6%

10.5%

27.5%

35.2%

25.3%

40歳未満 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上

30.2%

29.1%

22.9%

17.8%

10年以下 11～20年以下

21～30年以下 31年以上

【現代表者が入社してから
代表に就任するまでの期間】

(n=3,028)

(n=3,988)

※２代目以降の
代表者が対象

(n=3,854)



現代表者の退任予定時期の決定状況と退任予定年齢 9

【現代表者の退任予定時期の決定状況】

➢ 事業承継のタイミングとなる60～70歳代の現代表者について、後継者の
決定状況別に自身の退任予定時期をみると、後継者がいる現代表者の約半
数が退任予定時期を「決めている」と回答。その退任予定年齢の平均は
72.2歳、代表就任から退任予定年齢までの平均期間は29.4年。

➢ 20～30歳代で入社し、40歳代で代表に就任、後継者が入社するタイミン
グとなる60歳代から10年ほどの時間をかけて後継者の人材育成を行い、
約70歳で承継を完了することが平均的なサイクルと推察される。

➢ なお、59歳以下の現代表者における退任予定年齢の平均は64.8歳と、事
業承継を意識する前後で退任予定時期のギャップが生じている。

２．事業承継の現状について

48.1%

22.9%

9.7%

51.9%

77.1%

90.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

決めている 決めていない・未定

(n=1,101)

既に後継者を決めている

後継者候補はいる

後継者を決めていないが、
事業は継続したい

(n=529)

(n=360)

※60歳～70歳代の現代表者が対象

退任予定年齢の平均：72.2歳
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親族外承継の割合 10

➢ ２代目以降の現代表者と先代代表者との関係について、現代表者が代表に
就任した時期別にみると、直近10年以内に承継した現代表者のうち、約３
割が役員・従業員や社外からの登用といった親族外承継であり、10～20
年前の承継実態に比べて２倍以上に増加。

➢ 一方、「子供」「兄弟・姉妹」といった親族内承継は減少傾向にあるもの
の、直近でも約７割と依然として大宗を占めている。

【現代表者が代表に就任した時期別の先代代表者との関係】

(n=3,031)

２．事業承継の現状について

(n=338)

(n=703)

(n=920)

(n=1,070)
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事業環境の急激な変化による事業承継時期への影響 11

➢ コロナ禍や原材料・エネルギーコストの増大、労務費の上昇をはじめとす
る急激な事業環境変化によって、売上が減少している企業ほど、事業承継
時期の後ろ倒しや、廃業など事業承継そのものを断念（可能性含む）せざ
るを得なくなる状況がうかがえる。

➢ 円滑な事業承継には、現代表者が後継者に安心して経営を託せるような事
業環境や経営状態にあることが重要。

(n=1,099)

【コロナ前（2019年）比の直近期売上増減率と事業承継時期への影響】

２．事業承継の現状について

(n=1,390) (n=1,018) (n=286)
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代表者年齢別のコロナ禍以降の新たな取り組み状況 12

【代表者年齢別のコロナ禍以降における新たな取り組み】

➢ コロナ禍以降、若い代表者ほど販路開拓等の新しい取り組みを行う傾向に
ある一方、70歳以上の代表者はコロナ禍でも「新たな取り組みを行ってい
ない」が約３割と、59歳以下に比べ、10ポイント以上の差がでている。

➢ 世代交代により若返りが図られた企業では、コロナ禍を乗り越え、自社の
さらなる成長に向け、多様な取り組みに挑戦していることがうかがえる。

(n=1,558) (n=1,379) (n=985)

２．事業承継の現状について

※複数回答
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特になし

事業承継の障害・課題 13

【事業承継の障害・課題】

➢ 事業承継にあたっての障害・課題は、「後継者への株式の移転」が約４割
と最多。次いで、「後継者教育」が３割超となった。なお、株式移転にも
関連する「自社株の評価額の高さ」を課題とする企業は２割強であった。

３．事業承継の課題について

(n=3,871)※複数回答、上位３つまで
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後継者への株式移転時の障害 14

【後継者への株式移転時の障害】

➢ 事業承継の課題を「後継者への株式の移転」と回答した企業について、株
式移転時の障害は、親族内承継時の「相続税・贈与税の納税資金の確保」
が約８割にのぼる。また、自社従業員など親族外承継時の「株式買取資金
の確保」が約３割となるなど、株式の移転においては、後継者の資金面で
の負担がボトルネックとなっている。

３．事業承継の課題について

(n=1,333)※複数回答

※事業承継の課題を「後継者への株式の移転」と回答した企業が対象
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20人以下
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自社株式の評価額 15

【従業員規模別の自社株式評価額】

➢ 従業員規模が大きいほど、株価は高くなる傾向。
➢ 経営者の代替わりの回数が多いほど後継者によって会社が持続的な成長を
遂げ、それに応じて株価が高額になっており、現経営者が４代目以降の企
業のうち、株価１億円超は約７割にのぼる。

(n=947)

(n=766)

(n=381）

(n=270)

３．事業承継の課題について

【“現代表者が何代目か”別の自社株式評価額】

20.8%

15.5%

13.1%

8.2%

22.2%

21.2%

17.7%

13.6%

16.2%

15.8%

9.3%

11.8%

22.2%

20.1%

25.8%

25.4%

9.2%

10.7%

13.3%

12.0%

4.9%

8.6%

9.6%

11.6%

4.6%

8.1%

11.3%

17.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

創業者

2代目

3代目

4代目以降

1千万円以下 1千万円超5千万円以下 5千万円超1億円以下

1億円超3億円以下 3億円超5億円以下 5億円超10億円以下

10億円超

(n=284)

(n=850)

(n=656）

(n=560)
66.4％



2.0%

3.0%

5.3%

15.3%

2.7%

9.6%

13.0%

18.0%

7.6%

12.0%

17.4%

17.7%

11.8%

17.0%

15.5%

14.7%

34.9%

37.2%

34.7%

23.3%

41.0%

21.3%

14.1%

11.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

創業者

２代目

３代目

４代目以降

0～3％未満 3％以上1/3未満 1/3以上1/2以下 1/2超2/3未満 2/3以上100％未満 100%

現代表者・後継者における自社株式の保有割合 16

【現代表者とその後継者における株式保有割合（“現代表者が何代目か”別）】

➢ 全株式に対する現代表者および後継者が保有する自社株式の割合について、
創業者とその後継者は、約８割が全株式の2/3以上を保有するのに対し、
４代目以降の現代表者とその後継者は、約３割にとどまる。

➢ 代替わりするたび、現代表者とその後継者の株式保有割合は低下。事業承
継のたびに株式がその他親族や従業員等に分散している状況がうかがえる。

３．事業承継の課題について

(n=407)

75.9％

34.3％

(n=701)

(n=476)

(n=373)



11.2%

9.5%

7.4%

5.5%

9.2%

6.9%

6.3%

5.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

赤字かつ後継者不在企業

後継者不在企業

赤字企業

全体

（現在）譲渡を検討している （過去に）検討したが譲渡まで至らなかった

事業承継の手段としてのＭ＆Ａ（譲渡・売却） 17

【事業承継の手段としてのＭ＆Ａ（譲渡・売却）の検討状況】

➢ 業績が悪い場合、M＆A（譲渡・売却）を検討する割合が増える傾向にあ
り、直近期利益が赤字かつ後継者が不在の企業の約２割が、事業承継の手
段としてＭ＆Ａ（譲渡・売却）を検討している。

３．事業承継の課題について

(n=348)

(n=852)

(n=3,873)

10.9％

13.7％

20.4％

※「後継者不在企業」は、「後継者を決めていないが、事業は継続したい」「自分の代で廃業する予定」「M&A等で会社を譲渡する予定」と回答した企業

(n=1,301)

16.4％



後継者への株式移転時に利用（検討）している税制 18

➢ 60歳以上の現代表者において、後継者（候補含む）への株式移転に際して、
利用・検討している税制は「暦年贈与」が約３割と最も多く、2018年に
抜本拡充された「法人版事業承継税制」が14.2％と続く。

➢ 一方、後継者の給与を増やしたり、後継者による借入の返済原資として株
式の配当金を充てるなど、後継者の株式買取・納税資金確保のために、会
社にキャッシュアウトが発生しているケースもうかがえる。

【株式移転時に利用・検討している税制】

４．事業承継税制について

30.2%

14.2%

11.8%

8.7%

5.3%

4.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

暦年贈与（年110万円までの基礎控除あり）

法人版事業承継税制特例措置

株式の買取・納税資金確保のため後継者の給与を増やす

相続時精算課税制度

株式の買取・納税資金確保のため後継者が借り入れする

法人版事業承継税制一般措置

(n=2,214)※複数回答

※60歳以上の現代表者が対象



2.4%

2.6%

5.5%

5.7%

1.3%

2.1%

5.9%

8.5%

11.1%

16.7%

14.3%

21.3%

5.6%

8.9%

11.5%

16.2%

31.7%

28.2%

39.5%

30.2%

47.9%

41.5%

23.3%

18.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①株価１億円以下

（①のうち、後継者決定済み）

②株価１億円超

（②のうち、後継者決定済み）

特例承継計画を提出し、贈与税・相続税の納税猶予中 特例承継計画を提出したが、猶予はまだ受けていない

特例承継計画の提出を検討中 事業承継税制の利用を検討したが利用しないことにした

事業承継税制の内容を知っているが、検討していない 事業承継税制を知らない

事業承継税制の利用・検討状況 19

➢ 事業承継税制特例措置について、利用するメリットがあると言われる自社
株式評価額が１億円超の企業のうち、既に後継者を決めている企業では、
約４割が本制度を利用（検討中を含む）している。

➢ 一方、約半数が「税制は知っているが、検討していない」「税制を知らな
い」と回答しており、顧問税理士や支援機関等を通じた一層の制度周知や
理解促進、活用に向けたアプローチが必要。

【事業承継税制の利用・検討状況】

(n=1,221)

４．事業承継税制について

(n=977)

(n=426)

(n=493)

35.5％ 48.3％

62.8％



21.9%

20.1%

17.5%

15.7%

15.7%

7.2%

5.5%

0.3%

11.2%

31.0%

0% 10% 20% 30% 40%

提出書類や手続きが煩雑

適用期限（2027年12月末）までに事業承継を完了することができない

提出期限（2024年３月末）までに特例承継計画を提出できない

納税猶予が取り消されるリスクがある

制度についてわからないことがある

後継者の要件（贈与の直前において役員等）に合致しない

先代経営者の要件（贈与時に代表者を退任していること等）に合致しない

海外子会社が対象外

その他

特になし

事業承継税制を利用するうえでの制度上の障壁 20

【事業承継税制を利用するうえでの制度上の障壁】

➢ 事業承継税制を利用するうえでの制度上の障壁は「提出書類や手続きが煩
雑」が最多。また、適用期限（2027年12月末）や特例承継計画の提出期
限（2024年３月末 ※調査時点。令和６年度税制改正で2026年３月末に延長）に間に合わないと
いった、自社の事業承継のタイミングとのズレを訴える声も多い。

(n=1,595)

※事業承継税制について「特例承継計画を提出したが、猶予はまだ受けていない」「特例承継計画の提出を検討中」「事業承継税制の
利用を検討したが利用しないことにした」「事業承継税制の内容を知っているが、検討していない」と回答した企業が対象

４．事業承継税制について

※複数回答、上位３つまで



25.0%

24.6%

17.2%

12.9%

8.3%

3.0%

2.8%

8.6%

33.3%

0% 10% 20% 30% 40%

現代表者が現役で働けるため、今すぐの事業承継は考えられない

後継者候補はいるが、経営者としての人材育成が終わっていない

後継者候補はいるが、年齢が若い

事業を引き継ぐには、現在の経営環境や会社の業績が心許ない

後継者がいない（後継者候補に断られた・後継者が決まっていない）

後継者候補が複数いて決められない

親族等に分散した株の買い取り等の調整が長期化しており、間に合わない

その他

特になし

事業承継税制を利用するうえでの自社の障壁 21

【事業承継税制を利用するうえでの自社の障壁】

➢ 事業承継税制を利用するうえでの自社の障壁は「現代表者が現役で働ける
ため、今すぐの事業承継は考えられない」が最多で、回答者の平均年齢は
60.5歳。また、後継者候補はいるものの、人材育成の期間や年齢がまだ若
いことが障壁となり、税制を活用できない企業も存在。

(n=1,569)

※事業承継税制について「特例承継計画を提出したが、猶予はまだ受けていない」「特例承継計画の提出を検討中」「事業承継税制の
利用を検討したが利用しないことにした」「事業承継税制の内容を知っているが、検討していない」と回答した企業が対象

４．事業承継税制について

※複数回答、上位３つまで



M&A（買収）の実施・検討状況 22

【直近期売上高別M&Aの実施・検討状況】

➢ 直近期の売上高別にＭ＆Ａ（買収）の実施・検討状況をみると、売上高10
億円超の企業では、実施・検討したことがある企業は３割超にのぼる。

➢ 株価評価額別では、株価10億円超の企業のうちＭ＆Ａ（買収）を実施・検
討したことがある企業は４割超となり、地域の中核的な企業ほどM&A
（買収）を積極的に行っている状況が見受けられる。

５．事業再編・統合（M&A）について

【株価評価額別M&Aの実施・検討状況】

0.9%

2.6%

6.4%

19.1%

2.0%

3.6%

7.5%

14.0%

97.1%

93.8%

86.1%

67.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１億円以下

１億円超～３億円以下

３億円超～10億円以下

10億円超

1回以上買収した

検討したが買収まで至らなかった

検討・実施していない

5.3%

7.4%

13.5%

19.7%

27.5%

5.6%

11.7%

13.1%

18.3%

15.9%

89.2%

80.9%

73.4%

62.0%

56.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１億円以下

１億円超～３億円以下

３億円超～10億円以下

5億円超10億円以下

10億円超

1回以上買収した

検討したが買収まで至らなかった

検討・実施していない

33.0％ 43.4％

(n=1,139)

(n=935)

(n=843)

(n=761)

(n=251)

(n=208)

(n=259)

(n=512)

(n=1,006)



49.1%

41.6%

15.7%

12.4%

10.2%

4.0%

3.6%

19.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

取引金融機関

M&A仲介業者

取引先企業

同業他社

事業承継・引継ぎ支援センター

業界団体

インターネットマッチング事業者

その他

39.4%

43.8%

12.2%

4.7%

株式取得 事業買収（全事業）

事業買収（一部事業） その他

買収先を探す際の主な紹介者・相談相手、買収形態 23

【検討・実施した買収形態】

➢ 買収先を探す際の主な紹介者・相談相手は、「取引金融機関」が約５割と
最も多く、「Ｍ＆Ａ仲介業者」が約４割と続く。

➢ 検討・実施した買収形態は、「事業買収（全事業）」が４割超、「株式取
得」も約４割にのぼる。

５．事業再編・統合（M&A）について

【買収先を探す際の主な紹介者・相談相手】

(n=548)

※複数回答

(n=559)

※複数回買収した場合は、直前の案件を回答



買収先の企業規模・業種・属性・地域 24

➢ 買収先は、後継者難が深刻化している小規模企業（従業員数20名以下）が
７割を占める。業種は「同業種」が５割超と、本業の事業拡大が中心。

➢ 買収先の属性は「競合他社」が約３割となる一方、「販売先」「仕入先・
外注先」も約３割と、サプライチェーンの中での買収も一定数存在。地域
では「同一都道府県」が約４割となっている。

【買収先の業種】

【買収先の属性】 【買収先の地域】

(n=538)【買収先の企業規模】

５．事業再編・統合（M&A）について

43.7%

28.3%

24.9%

2.0% 1.1%

10名以下

11名～20名

21名～100名

101名～300名

300名超

54.9%35.4%

9.6%

同業種

関連業種

異業種

11.1%

17.1%

33.3%

38.4% 販売先

仕入先・外注先

競合他社

その他

17.9%

37.4%

30.8%

13.3%
0.6%

同一市区町村

同一都道府県

近隣都道府県

国内全国

海外

71.9％

28.2％

(n=539)

(n=531) (n=532)

※複数回買収した場合は、直前の案件を回答



45.2%

31.1%

28.9%

28.8%

18.3%

17.2%

15.8%

15.8%

12.5%

12.1%

5.9%

5.1%

1.3%

2.7%

4.8%

0% 20% 40% 60%

買収金額の交渉・合意

経営陣や従業員の処遇

組織文化・社内体制の統合

事業の成長性や持続性

相手先の財務状況（資産負債） 

仲介会社等への手数料

買収資金の確保

買収・統合に対応できる社内人材の不足

相手先の収益（キャッシュフロー）状況

簿外債務等のリスク

人事制度・ＩＴシステム等の統合

コンプライアンスに関わる事項

買収先の調査費用

その他

特になし

63.4%

39.7%

35.8%

25.4%

21.9%

11.0%

8.4%

5.5%

4.8%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80%

売上・市場シェアの拡大

事業エリアの拡大

人材の獲得

新事業展開・異業種への参入

技術・ノウハウの獲得

設備・建物（店舗等）・土地等の獲得

コスト低減・合理化

知的財産（ブランド含む）・許認可の獲得

サプライチェーンの維持

その他

買収の目的・想定効果と課題 25

【買収の目的・想定効果】

➢ 買収の目的や想定していた効果は「売上・市場シェアの拡大」が約６割、
「事業エリアの拡大」「人材の獲得」が約４割と続く。

➢ 買収の課題は「買収金額の交渉・合意」が約半数、「経営陣や従業員の処
遇」「組織文化・社内体制の統合」「事業の成長性や持続性」が続く。

【買収の課題】

５．事業再編・統合（M&A）について

※複数回答、上位３つまで ※複数回答、上位３つまで

(n=547) (n=546)



32.5%

16.8%

14.1%

11.0%

6.3%

5.2%

9.9%

0% 10% 20% 30% 40%

相手先の経営・組織体制が脆弱だった

経営統合に向けた自社の準備不足

相手先の従業員が退職してしまった

戦略（ビジョン）の欠如

買収価格が高すぎた（費用対効果の問題）

相手先の顧客が離れてしまった

その他

58.0%

33.8%

5.8%
2.4%

概ね達成した 一部達成した（失敗もあった）

ほとんど達成していない その他

買収した目的・期待効果の達成度 26

【買収目的・期待効果の達成度】

➢ 買収した目的・期待効果の達成度は、「概ね達成した」が約６割を占める。
近年、Ｍ＆Ａに係る支援体制や情報サービスが充実する中で、中小企業の
事業拡大にM＆Aが活用されている。

➢ 一方、目的・期待効果を達成できなかった理由としては、 「相手先の経
営・組織体制が脆弱だった」が３割超と最も多く、買収リスクも存在。

【達成できなかった理由】

(n=293)

５．事業再編・統合（M&A）について

※複数回答

(n=191)

※複数回買収した場合は、直前の案件を回答



49.2%

29.5%

19.7%

1.6%

0円

1000万円以下

1000万円超5000万円以下

5000万円超

71.2%

20.1%

6.0% 2.7%

100万円以下

100万円超500万円以下

500万円超1000万円以下

1000万円超

5.4%

19.2%

47.3%

28.0%

100万円以下

100万円超1000万円以下

1000万円超1億円以下

1億円超

買収にかかった費用 27

➢ 買収にかかった費用について、買収価格は「1,000万円超１億円以下」が
約半数と最多。財務・法務等の調査費用（デューデリジェンス費用）は
「100万円以下」が約７割、仲介手数料は「０円」が約半数となった。
取引先や同業他社の紹介から買収に至った場合、仲介手数料が０円である
ことが多いものと推察される。

➢ 中央値は買収価格が4,000万円、調査費用が50万円、仲介手数料が50万円
となった。

【買収価格（企業・事業価値）】

５．事業再編・統合（M&A）について

【財務・法務等の調査費用】 【仲介手数料】
(n=239) (n=184) (n=193)

中央値：
4,000万円

中央値：
50万円 中央値：

50万円




	スライド 0
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28

